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第 2条

第 3条

第 4条

第 5条

特 記 仕 様 書

施 工 年 度 令 和 8年 度

工

エ

事   名 令和 8年度 岩沼市公共下水道事業 汚水人孔蓋改良工事 (その2)

事 場 所 岩 沼 市 桑原一丁日 外 地 内

岩   沼   市

第 1章   総 則

第 1 条   本特記仕様書は、標記の工事に適用するものとする。

本工事は、すべて工事請負契約書、設計図書、岩沼市契約事翻 ll、 宮城県土木工事

共通住様書 (令和 8年 10月以降)及び岩沼市入札契約暴力団等排除要綱に基づいて

施工するものとする。

工事現場には、「道路工事現場における保安施設基準」に基づき保安施設等を設置し、

工事現場でのァ般通行者の交通事故の防止及び沿道住民への迷惑を防止し、あわせて円

滑な道路交通と現場作業員の安全を確保しなければならない。

特に、公衆に係わる区域で施工する工事は、曜罫狂尊聡衆災害防止対策要綱」を遵守

し、公衆災害の防止に努めるものとする。

工事施工にあたっては、「土木工事出来形及び品質の規格値ならびに施工管理基準」に

基づき、綿密な計画をもって (1)出来形管理、(2)品質管理、(3)写真管理をしな

ければならない。

受注者1江事施工にあたっては、事前調査を行い道路の交通制限を必要とするときは速

やかに関係書類を整備のうえ、道路交通法に基づく申請を関係官庁等に提出し許可及び

回答を得ること。また、関係住民に対しては、戸別に訪問して工事の内容を良く説明し、

トラブル等が起きないようにすること。

第 6条 受注者は、受注時または変更時において工事請負代金額が500万円以上の工事について、

工事実横情報システム (コ リン対 に基づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情

報として作成した「登録のための確認のお願い」をコリンズから監督職員にメール送信

し、監督職員の確認を受けたうえ、受注時は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き10

日以内に、登録内容の変更時は変更があつた日から土曜日、日曜日、祝日等を除き10日

以内に、完成時lま工事完成後、土曜日、日曜日、祝日等を除き10日以内に、訂正時は適

宜登録機関に登録しなければならない。登録対象は、工事請負代金額500万円以上 (単価

契約の場合は契約総額)の全ての工事とし、受注・変更・完成・訂正時にそれぞれ登録
するものとする。また、登録機関発行の「登録内容確認書」はコリンズ登録時に監督職

員にメール送信される。

なお、変更時と工事完成時の間が10日間 (土曜日、日曜日、祝日等を除く)に満たない

場合は、変更時の登録申請を省略できる。また、本工事の完成後において、訂正または削除す

る場合においても同様に、コリンズから発注者にメールを送信し、速やかに発注者の確認を受

けたうえで、登録機関に登録申請しなければならなしヽ
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第 7条

第 8条

第 9条

爛 l脳勿
1.請負額が100万円以上の工事は、建設副産物情報交換システムの登録対象工事とし、
以下によるものとする。なお、これにより難い場合は監督職員と協議しなければな
らない。

(1)施工計画書作成時、工事完成時および登録情報に変更が生じた都度、再生資源
利用計画書、再生資源利用促進計画書の内容について当該システムに情報登録
するものとする。

(2〕 当該システムに情報登録した工事は、工事登録証明書を監督職員に提出しなけ
ればならない。

2.施工条件等の変更により,建設副産物の量及び種類に変更が生じた場合は,直ちに
監督職員と協議しなければならない。

1.建設発生土現場管理者の選任
受注者は、建設発生上を確実に管理する者として「建設発生土現場管理者」を選任
し、施工計画書に記載し監督職員に提出すること。この場合、現場間の距離等を勘
案して現場代理人を含めた複数の「建設発生土現場管理者」を選任することができ
る。

2.建設発生土搬出量等管理表等の提出の義務づけ
受注者は、当該工事の建設発生上の運搬に使用するダンプトラックについて「ダン
プトラック等管理表」を、工事着手前に監督職員に提出すること。
また、記載された内容に変更がある場合は再提出すること。
3.建設発生上の運僻状況の確認
受注者lま搬出を行う日毎に、稼動時刻、ナンバー、運転手等が特定できる「建設発
生土搬出量等管理表」を作成し、 1週間毎に集計した任意の調書を監督職員に提出
すること。
4.搬出先十昌の確認
受注者は、建設発生上の受入地において、搬出先土量を伝票により管理するととも
に、搬出先の上砂を集積し、検測・確認して土量を確認すること。
また、受入地で集積ができない場合は、叫 土現場管理者」を定期的に現場に
配置し、伝票により確認するとともに、搬出先十号を監督職員に報告すること。
5.土砂搬出先の確認
本工事は、建設発生上の搬出先として「有限会社 平間砕石 lイ静

~万
:宮城県岩沼市小

川上河原 68)」 を想定し設計している。受注者は、契約時に建設発生上の搬出先を

確認し、契約書に記載すること。なお、搬出先が岩沼市の想定と異なる場合におい

ては発注者と協議のうえ、協議結果の搬出先を記載するものとする。

第 2草   材 料

工事用搬 斗は、使用前に「工事に関する承諸・確認書」に試験成績表等を添付し、監督
職員の承諾を得た後使用するものとする。

また、監督職員が工場検査を行う場合は別途指示するものとし、現場搬入時において材
料検査を行う場合は、JIS・ JSWAS・ 日本下アk道協会の認定工場製品で認定適用
資器材 (II類)・ 」WWA以外の製品及びt県共通仕様書に定めるものとする。
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第 10条

第 11条

第 14条

第 15条

第 16条

第 17条

第 3章   そ   の   他

事前調査

1.受注者は工事着手前・工事中・工事後において、下記項目のうち当該工事に必要な
調査を実施して、その結果を図書により監督職員に提出しなければならない。

(1)家屋等の調査
(2)地下埋設物等の調査
(3)井戸枯れ等、地下水に関する調査
(4)地質等の調査
(5)土地境界杭及びその基準点等の調査
(6)その他必要な事項
※ただし、(1)については補償業務管理士もしくは工損調査に関し7年以上の実

務経験を有する者があたらなければならないものとする。

2.前項の調査は、監督職員と協議のうえ行わなければならない。
3.前項の調査結果により、施工計画書の内容に変更が生じた場合には、変更施工計画
書を提出しなければならない。

出来形管理図の提出

1.平面図、縦断図、管理図、構造図、各種資材図等の試験成績とする。
2.作成方法、様式I騨 の指示によること。

段階検査

監督職員が必要と認めた場合には、共通仕様書に示されている項目以外にも段階検査を

実施するものとする。なお、現地検査を原則とする。

工期内に工事完成検査を行うこと。(成果品の提出は、工期終了2週間前に提出するこ

と。)

成果品は、以下に示す通りとする。

1. 絶瑠塀聯本                1告 [
2.電子煤体 (CD― ROM等) 1部
※紙媒体は、 1冊のファイルにまとめ、成果品の縮可Чヒを図ること。
※電子媒体の詳細は、監督職員と協議により決定すること。

この工事力ゝ 卿 人の常駐義務の緩和措置について」の該当工事である場合は

現場代理人の兼務を認める。

受注者は、工事目的物及び工事材料等について、火災保険、建設工事保険等に付するこ

と。

第 18 条   上記以外の件については、監督職員と協議すること。

第 12条

第 13 条   第 10条 1(5)で調査した境界杭等については、原形復旧するものとする。
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施 工 条 件 明 示 書
工事番号 工事名 令和8年度 岩沼市公共下水道事業 汚水人孔藍改良工事 (その2) 下水道部上下水道施設課

H 条   1年 内 浴 備  考

1共通仕様書の適用 本工事は,宮城県土木都制定「共通仕様書Jを適用するほ力、本特記仕様書により施工するものとする。

仕様書の記載内容の優先は,「特記仕様書 J「共通特記十七様書」「共通仕様書」の順とする。

2主任技術者及び監理技憶者 (以下,配置技術者という。)の配置

(1)現場施工に着手する日の指定
(配置技術者の配置要件の特例 )

※平成25年 4月 1日 以降適用「現場施工の着手日を指定し
た工事における配置技術者の配置要件の特例について」

○
契約工期初 日以降,90日 以内に着手
(手持ち工事が完了した場合や,制約条件がない場合等は,期 日以前の着手も可能 )

(2)受 注者が着手日を選択出来る工事 (フレックスエ事 ) ○ -1-41こ よること。

(3)上記以外 ③ 受注者は,現場施工に着手する日の指定がない限り,原則として,オ契約工期初 日以降,30日 以内に現場施工に着手

日 日 てヽ,工事準備等を含め

3専任特例の適用を受ける技術者の配置
建は貿業法第26条第3項ただし書の規程 (以下「専任特例」という。)の適用を受ける主任技η〒者又は監理技,丁者を虐し置する場合は、卜記によるものと

する。
1専任特例の適用を受ける主任技術者又は監理技術者を配置する場合、適用要件について以下の出納局契約課ホームページを参照すること。
https://、 、w、v pre「 miyagi jp/soshiki/keiyaku/kk50 himl

2本 工事の主任技術者又は監理技術者が専任特例の適用を受ける場合、落札候補者となつた際に確 P記、事項兼誓約書を提出すること。
3本 工事において、専任特例の適用を受ける主任技術者又は監理技術子の配置を行う場合又は配置を要さなくなった場合は適切にコリンズ(CORI
INS)へのアょと録を行うこと。

4積算基準及び設計単価の適用期日

(1)積算基準及び設計単価の適用について Θ ある ○ない 積算基準及び設計単イ面は公告日の前月の基準及び単価としている。

(2)I事請負契約締結後における設計単価の変更

○ある ◎なtヽ

適用「あり」の場合,当 初工事請負≠契約締結後において,契約 日を基準日として設計単価の設計変更を行うこととする。なお,設

計変更の対象は,資材単価・労務単価及び機械単価等の全ての設計単価とする。

5工程関係

(1)関 連工事による施 I時期の調整
○ ある ◎なtヽ

(2)施工時期による制限
○ ある ◎なとヽ

(3)関係機関等との協議の未成立
○ ある ◎ない

(4)関係機関等との協議結果,特定条件の付加
○ ある ◎なtヽ

6公 害対策関係

(1)施 工方法,機械施設 ,作業時間等の制限
○ ある ◎ない

7安 全対策関係

(1)交通安全施設等の指定
Oある ○をtヽ

(2)占 用埋設物との近接工事による

施 I方法,作業時間の制限
Oある ◎ない

8排 水工関係

(1)濁 水 ,湧水処理のための特別な対策の必要性
○ ある ◎をい

9建 設副産物対策関係 (建設発生土)

(1)建 設発生上の処理・処分について

処理・処分する場所
処理・処分方法 距 離 制 限 時 間 備 考

名称 所在地

(2)建 設発生土 処理・処分
◎ ある Oない

(布 )平問砕石
官城県岩沼市
小川字上河原
68

52   km

時  分 ～

時   分
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10建設副産物対策関係 (建設発生土以外の建設凰1産物)

(1)建 設発生土以外の建設副産物の処理・処分について なお,下記によらない場合は,監督職員と協議すること。また,

たつては「廃薬物の処理及び清掃に関する法律Jを遵守するなお,

処理・処分する場所 処理・処分方法 距 離 制 限 時 間

工事現場内及び工事現場間で再利用する場合は,施工管理及び契約方法等について,施工計画打合せ時に監督職員と協議すること。

(2)建 設発生土以外の

建設副l産物

処理・処すコンクリート塊 (無筋 ) ◎ ある ○ない 帥若生技建
名
,II

取市杉ヶ袋
前84-1

中間処理
‖子    /ノ )~
時   分

アスファルト塊 ◎ ある ○ない l爛今野建設
付田町小/7(西

浦108
中間処理 14 9  km 時  分 ～

‖寺    今

建設発生木材 ○ ある ◎ない km 時   分 ～
時   分

建設汚泥 ◎ ある ○ない l拐,水穂興業 多賀城市官内
1丁 目1416 中間処理

28 6  km 時  分 ～
‖寺    今

その他 (廃プラスチック) ○ ある ◎ない km
‖子   分 ～
時    分

(3)再 生材の利用
◎ ある Oない 種類・数量 再生 AS、 Rc40

11現場環境改善
◎ ある Oをい

内容

現場環境改善の具体的な実施内容,実施期間については,施工計画書に明記し,監督職員と協議すること。

12品質証明

(1)品質証明書および加エプロセス品質l■認
チェックリストの対象

Oある ◎ない 講負
工事費が,1億 5千万円以上の工事および発注者が必要と認める工事。

土木工事共通特記仕様書第3編1-1-9お よび品質証明実施要領によること。

(2)施エプロセス品質確認チェックリストの対象 Oある ◎ない 上記に該当せず,請負工事費が1億 円以上の工事。
土木工事共通特記仕様書第3編1-1-9および品質証明実施要領によること。

13標準的な設計図書t敬る発注方式 Oある ◎ない 土木工事共通特記仕様書第3編 1-1-141こよること。
14資材関係

(1)生コンクリート 生コンクリートの使用に当たつては,「宮城県生コンクリート品質管理監査会議Jが交付する「品質管理監査合格証」を有する工場の製品,又 は同等以
上の品質管理を行つていることが認められる工場の製品を使用すること。

(2)購入土 購入土を使用する場合は,材料承諾時に「採石法第38条による採取計画認可書の写し」,又は「砂利採取法第16条の採取計画認可書の写し」を提出
すること。

(3)宮城県グリーン製品の利用

「官城県グリーン製品」利用推進指多‖こよること。「官城県グ
リーン製品」を使用した場合は,受注者は循環型社会推進課
HPより「チェックリスト」をダウンロードし,使用材料や数量等
を入力後,工事完了後に監督職員に提出 (電子メール)する
こ>^

必須 1植生基盤材等,視線誘導標 ,型枠用合板は,原則として宮城県グリーン製品を用いること。

Oある ◎ない 2盛土材,埋め戻し材

○ ある ◎ない 3その他 ( )

(4)県内産製品の使用 C)ある ◎なとヽ
本工事は,「県土本部発注工事における県内産製品優先使用の試行要領」の射象工事である。
工事の施工にあたつては,試行要領に基づき適切に実施すること。
事業管理課ホームページ参照 httμ〃岬即 preim,aJ jp/soshlkyJgyokann/kensa舵 n html

(5)現場吹付法枠工 吹付モルタルにおける圧縮強度の規格値は,18N/mm2以 上とする。

15設計変更の手続き

(1)設計変更の手続きについて
設計変更については,工事請負契約書第19条～第27条及び共通仕様書第1編 1-1-1-14～ 1-1-1-16に 記載しているところであるが,その
具体的な考え方や手続きについては,「岩沼市建設工事請負契約設計変更ガイドライン」によることとする。

16その他

(1)舗装の下講制限について ○ ある Oをい 土木工事共通特記仕様書第1編 1-1-3によること。
(2)「ダンプ土砂運搬等下請を行う工事における

工事費内訳調査」の対象の有無
Oある ◎ない

本工事は「ダンプ土砂運搬等下請を行う工事における工事費内訳調査Jの姑象工事であり,受注者は,調査票等に必要事項を
正確に記入し発注者に提出する他,ダンプ上砂運搬等下請負契約に関する関係書類を提出すること。

も同様の義務を負う

(3)三者会議の封象の有無
○ ある ③をい

不上暑は,工事看■日l等に当該工事の発注者,施工者,詳細設計等をオロ当した設計者が参刀Hして,設計図書と現場の整合性
の確認及び設計意図の伝達等を行う「三者会議」を設置する対象工事である。
土木工事共通特記仕様書第3編1-1-6によること。

(4)貸与資料の有無
○ ある ◎ない

本tr様書によるもののほか工事施工に関して必要な資料として工事契約後下記の資料を貸与する。

貸与資料 ( )

(5)発 注者支援 (工事監督支援業務)対象の有無 ○ ある ◎ない 工事監督支援業務の受
氏名)の通知を行うこと。

注者が現場監督支援する場合,工事受注者に対し「工事打合せ簿」により担当技術者 (所属会社等名

(6)法 定外の労災保険の付保について
本工事では,法定外の労災保険加入にかかる保険料を予定価格に反映しているため,本工事において受注者は法定外の労災保険に付さなければ
ならない。なお,加入後受注者は,工事請負契約書第62条 に基づき,証券又はこれに代わるものを直ちに発注者に提示すること。

(7)熱 中症対策に資する現場管理費補正の試行の有無 Oある ◎なとヽ
本工事は熱中症対策に資する現場管理費率の補正の試行針象工事である。本運用による設計変更を希望する場合は,別途定
める「熟中症対策に資する現場管理費補正の試行要領〕に基づき,発 注者に協議すること。
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条  件 内 容項 日

17総合評価落札方式における町CT施工。3次元化等の活用提案」の適用の有無

◎対象外
1対象工事の場合,活用する技術については,RCTttI・ 3次元化等の活用提案 工事計画書」1こ基づき選択する
こと。
2 1CT施 工。3次元化等の活用提案の適用の有無に係わらず,町CT施工。3次元化等の活用提案 工事計画書」に記

載の技術は,施工計画・技術提案等 (いわゆる作文)の評価対象外とする。(「簡易型 (施工計画型)J,「標準型」,
「高度型Jの場合 )

なお,町CT施工・3次元化等の活用提案Jの対象外工事の場合も,同様の取扱いとする。

(1)「ICT施 工。3次元化等の活用提案」の適用工事

O対象

O対 象 ③ 対象外 設計変更の積算手法については,総合評価落札方式の手引きのとおりとする。なお,(1)が対象外の場合は,当該項目も対象

外となる。(2)実施された技術についての費用計上 (設計変更)

18業務効率化
本工事は工事情報共有システムの活用対象工事であり,受注者は工事着手時に別途定める「工事情報共有システム手前協議

チエンクシ~卜」により,必要事項について監督職員と協議を行うこと。実施にあたつては「土木工事における工事情報共有システ

ムの実施要領」及び「土木工事における工事情報共有システムの活用オイドラインJに基づき行うこと。(1)工事情報共有システムの活用

○対象 ○対象外

○あり ◎をし
本工事は ,

試行要領」

工事書類の簡素化を
に基づき行うこと。

目的とした試行対象工事である。実施にあたつては「官城県土本部における工事書類簡素化の
(2)工事書類の簡素化の試行について

実施要

(3)ウィークリースタンス等の推進

19週休 2日 工事の適用の有無

1週体2日 対象工事の場合は、宮城県土本部「週体2日 工事」実施要領に基づき、行うこととする。
なお,週休2日 工事の種別及び区分については,下記 (2)、 (3)の とおりとする。
2改 正労働基準法 (平成30年 6月 成立)による罰則付きの時間外労働規制が建設業に適用されたことを担沓まえ、週休2日 の確保
を目指し、「週休 2日 工事」での発注を原則とする。ただし、応急復旧工事など緊急工事の場合は、例外的に週体 2日 対象工事と

しないことも可能とする。その場合は「実施困難工事」として、下禰にその理由を記載する。

実施困難工事
の理由

(1)週休 2日 工事

◎対象 O轟笙軍

日 I見場F朔 □交薔制

現場閉所型 :巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を行う場合を除き、現場事務所での事務作業を含めて、1

日を通 して現場や現場事務所をFガ〕所する。

交 替 制 t現場閉所を行うことが困難な工事について、技術者及び技能労働者が交替しながら休 日確保の取組を行う。
(2)遇休 2日 工事の種別

当初発注においては、補正係数なしで積算しており、「月単位の遇休2日 J、
「完全週休2日 」1こ取り組む場合は、工事着手前に受発注者間で協議の

上、週体 2日 の区分を決定することとする。

協議により、「月単位の遇休2日 J又は「完全週休2日 Jに取り組み、達成した場合は、精算変更時に達成した区分に応した週休2日 の補正係数に変更

する。

(3)週体 2日 工事の区分

20女性活B露推進モデルエ事の適用の有無

○対象 ◎対象外
実施に当たつては,官城県土本部「女性活躍推進モデルエ事」実施要領に基づき行うものとする。
実施要領は,宮城県ホームページ(httpy〃― ,preimゥ aぼ jp/soslilH/1,okann/)で 確認のこと。(1)女性活躍推進モデルエ事

21下請承認事務簡素化モデルエ事の適用の有無

○対象 ◎対象外実施に当たつては,発注者から工事打合せ簿により,「下請承認事務簡素化モデルエ事Jである旨を別途指示するものとする。(1)下請承認事務簡素化モデルエ事
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項 目 条  件 内 容 施 行 方 法 備  考
22被災地以外からの労働者確保に要する間接費の設計変更の運用

(1)労働者確保にlチlする積算方法の試行工事

○ある ◎ない
1本工事は,I共通仮設費 (率分)のうち宮縛費」及び 1現場管理費のうち労務管理費Jの下記に示す費用 (以下 1実績変史対象
問接費Jという。)について,契約締結後,労働者確保に要する方策に変更が生じ,宮城県土木部に準じて土木工事標準積算基
準 (宮城県土木部)に基づく金額相当では適正な工事の実施が困難になった場合は,実績変更対象間接費の支出実績を踏ま
えて最終精算変更時点で設計変更する「労働者確保に関する積算方法の工事Jである。

営繕費 :労働者送迎費,宿泊費,借上費
労務管理費 :募集及び解散に要する費用,賃金以外の食事,通勤等に要する費用

2本工事の予定価格の算出の基礎とした設計額 (宮城県土木部においては,土木工事標準積算基準に基づき算出した額)にお
ける実績変更紺象間接費の害1合は次のとおりである。

1)共通仮設費 (率分)に 占める実績変更対象問接費 (労働者送迎費,宿泊費,借上費)の割合 :

2)現場管理費に占める実績変更対象間接費 (募集及び好散に要する費用 ,賃金以外の食事 ,
通勤等に要する費用)の割合 :

3受注者は,実績変更対象間接費の支出実績を踏まえて設計変更を希望する場合は,実績変更対象間接費に係る費用の内訳
を記載した「労イ動者確保に係る実績報告書(様式1)」及び実績変更対象間接費について実際に支払つた全ての証明書類(領収
書,領収書の出ないものは金額の適切性を証明する金額計算書など。)を監督l留(員に提出し,設計変更の内容について協議す
るものとする。

4受注者の責めによる工事工程の遅れ等受注者の責めに帰すべき事由による増加費用については,R隻計変更の対象としない。

5発注者は,実績変更紺象問接費の支出実績を踏まえて設計変更する場合,受注者が実績変更対象間接費について実際に
支払った額のうち証明書類において確″℃、された費用から,岩沼市においては土木工事標準積算基準 (宮城県土木都)に基づき
算出した額における実績変更対象問接費を差し引いた費用を加算して算出する。なお,全ての証明書類の提出がない場合で
あつても,提出された証明書類をもつて設計変更を行うものとする。

6受注者から提出された資料に虚偽の申告があつた場合については,法的措置及び入札参加資格制限等の措置を行う場合が
ある。

7受注者は,実績変更対象問接費にかかる設計変更について疑義が生じた場合は,監督職員と協議するものとする。

945%

122%

(2)労働者宿舎設置に関する積算方法の試行工事 Oある Oない
不上争は,1劣働者イ百省設置に関する試行望冬傾」(以 卜試行申煮傾)の対象王子である。
労働者宿舎の設置を希望する場合については,「試行要領」1こ基づき監督職員と事前に協議すること。

D3遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更

(1)遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更

○ ある ◎ない
卜記の建設資材は,通常地坂内から調達することを想定している
が,安定的な確保を図るために,当該調達地域以外から調達せ
ざるを得ない場合には,事前に監督用l員と協議するものとする。ま
た,購入費及び輸送費に要した費用については,証明書類 (契約
書及び納品書等)を添付するものとする。なお,添付する証明書
類 (契約書及び納品書等)は原本を提示 (写しの提出)とし,受注
者名 ,納品者名 ,使用資材名,規格・形状,使用 (納品)日 ,使用
(納品)数量等が記載されている物を監督耳転員に提出し,その費
用について設計変更することとする。

購入費の対象は,生コンクリート・アスファルト合材・石材等 (III砂 ,

砕石,捨石,被覆石等)とする。
輸送費の封象は,仮設材 (鋼矢板等)とする。

受注者は,購入費及び輸送費を変史した
い場合は,「工事打合せ簿」に次の事項を

記載し発注者に提出し協議するものとす

2遠隔地から員悔入及び輸送する建設資材
の第称・規格及び製造・生産工場の名称
(使用材料の建は貿資材名及
び規格・形状等の証明資料「品質証明J)
3遠隔地から建設資材を購入及び輸送す
る理由
4製造・生産工場を選定した理由
5見積もり書
6その他,必要と思わオ↓る事項

建設資材がないこと

Z4施工箇所が点在する工事の間接費の積算

(1)施工箇所が点在する工事積算方法の試行の対象工事

○ ある ◎ない
本工事における共通仮設費の金額は,射
象地区毎に算出した共通仮設費を合計し

た金額とする。また,現場管■l費の令額も
同様に,対象地区毎に算出した現場管

'll費を合計した金額とする。なお,共通仮設
費率及び現場管理費率の補正 (大都市 ,

施工地域等)については,対象地区毎に
設定する。

堕5そ の他

(1)土砂等ユt担設資材を供給元で引取する
'汐

,合の積算の取扱 ○ない
・本上手の施上において,調達 l慨置人,する予定のO(lの設計早価は,現場持込価 IP子 (単価 )としている。
ただし,契約後,施二計画に基づき,〇〇の調達条件について異なる場合は,監督職員と協議すること。
・資羽搬入において,標準作業以外の作業 (現場外の仮置き等)が生じる場合は,監督耳権員と協議すること。

(2)東 日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等
に関する試行について

○ ある

〇 ある 〇ない
聞微上争質 (共〕題ll央設賓及び })と場宵】翌賀

'に

ついて,工事壁のナロ大による資材やダンフトラック等の小足による作莱効率の低 ト
等により現場の実文出が増大し,積算基準による積算とかい離が生じていることが確認されたため,積算基 4〔書等により各工種
区分に従って対象額ごとに求めた共通仮設費率及び現場管理費率に,それぞれ以下の補正係数を乗じている。

補正係 IJ( 共通仮設費 :13現 場管理費 :11



”

．
田
野
部

・

愛島北目
!`工  軒Ⅲ

Ⅲ
ド   

丁

i・・

位置図

/

tt,′

“
儲

強
ｋ
「
ｏ。

F

施工箇所

0さ
■

淑ギ】̈
■

.(イⅢキ_

．
卍
ド
・
一一

∫!i f~「

争

房有

~==~―
舟 _蒻

糸

/
く/

/

|:=「 ■ ‐

松
・
木
´

レ
i●

′

／

７

＼

＼

「引
．

＼

!

ヽ

ガ

″

＼

↓
ｒ
」
　
・
」

，ｔｒ

＼

‐
‐

ｃ

＼

1理 i
/ノ′/ ＼

」Jヒ I 供
＼

＼

:(1著
,召

T

て
＼

ユ
一日
一一「 〒 ＼

1

1

＼

＼

＼

、

、

　

ヽ

、

‐

‐

虜

／

＼
　
　
ヽ
ヽ
１

／
ｔ‐
ャ
　

‐
一
Ｗ
ｒ
，

■

03 '
松

■

・

す

ノ
.｀

京療力f
天 間

■
奮
縫
ば
静

沼 |

タ

Ⅲ弩|

- 1000m _電子国土

ノ
ン
ノ



上
／

／

施工箇所図①

J

~~｀
＼
「
~ラア~

推

十

JI

,   ・ ,

■
―

―一
　

一

′

‐
十

一
′

中

F‐~イ
~「~____

―
コ
ー r

=

業

赤0:円形切断改良工 (車道)

岩沼市上下水道部上下水道施設課

工事名
年度

箇  所 岩沼市桑原―丁日外   地内

図 名 施工箇所図①

縮 尺 1/31/3000 図 番

令 和 8年 度
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赤● :円形切断改良工 (車道)

工事名

箇 所 岩沼市桑原―丁日外   地内

図 名 施工箇所口②

縮 尺 2/31/3000 図 番

令 和 8年 度

岩沼市上下水道部上下水道施設課

| 十■ _
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標  準  図

円形切断改良工 (車道)平面図 s=1

円形切 950以上 円形切断改良工 (車道)断面図s=1

円形切断 950以上

654
岩沼市章入 蓋 (浮上・ 止型 )

600 :T― 5

入り鉄蓋 (浮上・ 止型 )
交差点部は耐スリップ型にすること

T―

交差点部は耐スリップ型にすること

コンクリート

特 コンクリート

600

654

一 ― 一 ― 一 ― 十 一 一 一 一 一 一

令 和 8年 度

工事名
令和 8年度 岩沼市公共下水道事業
汚水人▼し蓋改良工事 (その 2)

箇 所 岩沼市桑原一丁日外   地内

図 名 標準図

縮 尺 1/5 図 番 3/3

岩沼市上下水道部上下水道施設課

※現地区画線が設置されている場合は、区画線の復旧を行うこと。
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工   種 下水道工事 9) 工 事 番 号 設 計 年 月 日 令和 8年  9月 30日

工 事 箇 所 岩沼市桑原―丁日外地内

路 線 ・ 河 川 名

令和  8 年度
令和8年度 岩沼市公共下水道事業 汚水人孔蓋改良工事 (その2)

岩沼市

工 期
令和  年  月  日

令和 9年  3月 31日

着 工 期 日 令和  年  月  日

竣 工 期 限 令和 9年  3月 31日  ,

設 計 金 額 円 請  負  人

(0700000066-0) P,   2

理 由

老朽化した岩沼市公共下水道マンホール蓋 (汚水)の交換を行い、長寿命化を図る。
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(0700000066-0)

概要

円形切断改良工 (草道)   N=62箇 所

(0700000066-0)

P    3

参考

17:下水道工事 9)

本 工 事 内 訳 表

費 目 工   種 種  別 細  別 規   格 単位 数  量 単  価 金  額 摘   要

マンホール改良工
式

箇所
(塁整?断改良工 62 第1号単価表

騒曙評標議聟 ‰ ♂ch昼間施工m 04 第2号単れる表

交誦誘導答備目I 人
44

直接工事費 式

共通仮設費 式 1

事計算分 式 1

現場環境改善費 式 1

曇場季境改善費 式 1

飩工事費 式 1

2



参考

／
／

／

66-0)

17:下水道工事 ¢)
本 工 事 内 訳 表

数  量 単  価 金  額 摘   要費 目 工   種 種  別 細  別 規   格 単位

式 1現場管理費

率計算分 式 1

式工事原価

一般 管 理 書等 式

式一般管理費

式 1率計算分

契約保証費 式 1

式 1工事価格

式 1工事価格 (改め)

消費税等相当額 式 1

岩沼市

P    6

本 工 事 内 訳 表
17:下水道工事 9)

費 目 工   種 種  別 索Ⅱ 別 規   格 単位 数  量 単  価 金  額 摘   要

本工事費 式

3
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第1号のl B00000000001 A02 円形切断改良工 (車道)1箇所当たり単価表

名 称 規 格 単位 数   量 単   価 金   額 雑 摘   要

円形切断工法 材工共 簡 所 I

側溝清掃車運搬 運搬距間と2201くm超え310k皿以下 a13 002 窮 3号単柿 差

魯弾尾喬勢持課筆中間処理 機亮束
l榊水穂興業

t 002

殻運搬 舒詫部郵製;運搬距離19 5km以下 l13 0 02 第4号単価表

岳蓬建誘鉾捗慇墓中間処理秀昇保麟 今野建設 村田リサイク此カ
ー

t 004

殻運搬 ]イ

`と

こ怒碧

'')鐘

篇餡籠IBモiIF」イ¬F m8 0005 第 5号単価表

岳醒建編解渉恐纂中間処理‖扉懺臨窪技建がれき類フ
°ラントエ場

t 001

土砂等運1畿I 貧鶴 砦ツホ鰤酪柵絆 血0 皿3 001 第6号単価表

建設発生土 混邸砕石 a13 001

スクラップ へと'-11 t -0 1

第 1号の2 B00000000001A02 円形切断改良工 (草道)1箇所当たり単価表

名 称 規 格 単位 数   量 単   価 金   額 雑 摘   要

マンホール鉄奉 ゅ600 浮上防止型 T25(受枠含む) 組 1

緊結ボル トセット 組 1

転落防止網 個 1

Υtt l塁率 をユ 弔アド寸をΔユ 紹理 M;径省著若聴瞳穂躙 1釉段甲t t 01 第7号単価表

合 計 箇所 1

岩沼市
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参考

γ

ジ
　

　

／

第2号   S650200A02
区画線設置工(標準単価)溶融式 1,000m当たり単価表

Sttl庸
欅瞭掃脇なし

名 称 規 格 単位 数   量 単   価 金    額 雑

区画線設置 (溶融式)昼間 嚢 扇 喬 C皿 制 約 無 m 1000

トラフイックヾ イント3種 1号
ピース・15～ 18
白 溶融型 kg 390

がラスヒ'―ス・
0106～ 0850411

k質 25

用フ
°

k営 25

蝉 油 ばた,胎油 L 40

諸雑費 % 5

合 計 m 1,000

単位当り l

規韓悠協騎盆A=01 実線 15cmテぉ!
塗*
彬
種別F=01
,上 直 £ i nつ

饉1号 白

施工区分
排水性舗装穐空犠詠

C=01
D=01
E=01

昼間施工
排水性舗装の施工無し
供用区間

費用θ
種】ll H=01 ,
内訳 I=01 `

(ヵ ,レト
iての費用

岩沼市

積  算
.‖
青 報  表

項    目 内    容 項    目 内    容

積算区分 実施 週休2日 の補正 0:補正しない

変更回数 当初 (週休2日 )交替制工事 な し

積算基準ドターン 46:令和7年度基準 (消費税10%)R7過休2日 桁椅正 一般管理費補正率 0%

施行主体名 岩沼市 契約保証費区分 計算区分 3

設計書名 (1行 日) 令和8年度 岩沼市公共下水道事業 汚水人孔蓋改良工事(その2) 契約保証費率 金銭的保証

設計書名は行日) 夜間補正区分 補正なし

設計書名 O行 日) 夜間補正率 0%

工事箇所 岩沼市桑原一丁日外地内 冬期間補正区分 補正なし

路線・河川名 冬期間補正率 0%

工事番号 昼夜間補正区分 補正なし

設計年度 令和08年度 昼夜間補正率 0%

設計年月日 令和08年 09月 30日 着工年月日 令和 年 月 日

単価適用日付 令和08年 09月 01日 (19) 竣工期限 令和09年 03月 31日

単価適用地区 01仙台・門上 工期開始 令和 年 月 日

適用率 (工種区分) 17下水道工事 紀) 工期終了 令和09年 03月 31日

間接工事費の被災地補正 3:復興係数 (令和5年 ) 工種名 下水道工事 9)

前払金支出割合区分 35%を 超える 請負人

共通仮設費補正 市街地 (DID補正)(1)

現場環境改善費 計上する

現場環境改善費地域 大都市・市街地

現場管理地域補正 市街地 (DID補正)(1)

現場管理費率の補正(施工時期) な し
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